
1 

 

国家戦略特区ワーキンググループ ヒアリング（議事要旨） 

 

（開催要領 ） 

１ 日時 平成 26 年 11 月 18 日（火）14:20～14:46 

２ 場所 永田町合同庁舎７階特別会議室 

３ 出席 

＜ＷＧ委員＞ 

座長 八田 達夫 大阪大学社会経済研究所 招聘教授 

＜関係省庁＞ 

    泉水 克規 総務省自治行政局行政課監査制度専門官 

    青木 偉彦 総務省自治行政局行政課行政第三係長 

＜提案者＞ 

    合野 弘一 福岡市経済観光文化局理事 

    袴着 賢治 福岡市総務企画局企画調整部部長 

    藤本 広一 福岡市経済観光文化局新産業・立地推進部創業・大学連携課長 

    的野 直勝 福岡市総務企画局東京事務所調整係長 

＜事務局＞ 

      内田  要 内閣府地域活性化推進室長 
      富屋 誠一郎 内閣府地域活性化推進室長代理 
      藤原  豊 内閣府地域活性化推進室次長 
 

（議事次第 ） 

１ 開会 

２ 議事 創業期企業の支援のための随意契約要件緩和 

３ 閉会 

 

 

○藤原次長 それでは、少し時間が早いのでございますけれども、戦略特区のヒアリング

ということでございます。 

 これは９月に、資料にもございますけれども、福岡の区域会議、２回目が行われた際に

１回整理をさせていただきましたが、創業企業の支援のための随意契約の要件の緩和とい

うことで、区域会議としては年内をもって結論をきちんと出していくということでしたの

で、きょうは関係省庁と御議論をさせていただくということでございます。 

 福岡市の要望は書いているとおりでございますので、総務省からお話をいただいた上で

意見交換をお願いできればと思います。 
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 それでは、八田座長、お願いします。 

○八田座長 お忙しいところお越しくださいまして、ありがとうございました。 

 それでは、早速総務省さんから御説明をお願いしたいと思います。 

○泉水専門官 総務省行政課の泉水と申します。よろしくお願いいたします。 

 当課課長が別の公務がございまして出席できませんで、大変恐縮でございます。担当補

佐の私から説明させていただきたいと思います。 

 福岡市さんの提案でありすけれども、創業期の企業を支援するための随意契約要件の緩

和ということであります。御要望にありますように、今、新規性のある物品について随意

契約が認められております。 

 簡単に制度のおさらいといいますか、確認をいただきたいと思います。参照条文等の資

料をお配りしておりますので、ごらんいただければと思います。 

 地方自治法という法律に基づきまして、自治体の調達の仕組みというものが決まってお

ります。これは基本的には構造としては国の会計法規と同じ仕組みとなっております。契

約の締結につきましては、地方自治法第 234 条１項で売買、貸借、請負その他の契約は、

一般競争入札、指名競争入札、随意契約またはせり売りの方法により締結するという４つ

の方法が示されております。 

 このうち一般競争入札というのは一般に適用できるわけですけれども、２項に定めがあ

りますように、随意契約につきましては政令で定める場合に該当するときに限り、これに

よることができるとなっております。 

 この規定に基づきまして、政令では地方自治法施行令 167 条の２におきまして、随意契

約ができる場合というものが限定列挙されています。その中で第４号というものが新規性

のある物品についての随意契約の要件となっておりまして、新商品の生産により新たな事

業分野の開拓を図るものとして、総務省令で定めたところにより、自治体の長の認定を受

けた者が、新商品として生産する物品を自治体の規則で定める手続により買い入れる契約

をするとき。こういったことが出ております。 

 その長を認定するためのルールとしまして、総務省例で規定されておりまして、地方自

治法施行規則第 12 条の３において、自治体の長は新商品の生産により、新たな事業分野の

開拓を図るものを認定するときは、新商品の生産により新たな事業分野の開拓を実施する

者に新たな事業分野の開拓の実施に関する計画、実施計画を提出させ、その実施計画が一

定の要件に適合するということを確認しましょうという形になっています。 

 １ページの一番下、１号ではいわゆる新規性があるということ。２ページまいりまして、

２号ではその商品が技術の高度化、経営の能率の向上、住民生活の利便の増進に寄与する

ものである。そして、３号では新たな事業分野の開拓を確実に実施するため、適切なもの

であるということになっています。そして、その提出すべき事業計画の内容としましては、

新商品の生産の目標、内容、生産の実施時期、そして、それに必要な資金の額、調達方法、

これらについて記載したものを提出するという形になっております。 
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 １ページお戻りいただきまして、地方自治法施行令 167 条の２、１項第４号で書いてあ

ります、自治体の長が認定したものを買い入れる手続というのは、自治体の規則で定める

ことになっています。これにつきましておめくりいただいて２ページの下半分のところで、

運用に当たっての通知を出しておりまして、下線が引いてあるところですけれども、（２）

の①、②、③に記載のような一定の事項を公表するという手続を経てやりましょうという

ことを、技術的助言としてさせていただいているところでございます。 

 こうした規定に基づきまして、現に福岡市さんにおかれましても、物品につきましては

この規定を活用して随意契約をされております。物品の認定もしておりますし、実際に先

ほど自治体の長の規則で定めるというところにつきましても、福岡市契約規則の中に規定

を設けて、それで実施をして、今、福岡市トライアル発注認定事業実施要項というものを

つくっている中で製品の認定をして、随意契約の対象としているといったところでござい

ます。 

 今回の提案は、この物品だけではなくて、ここにサービス、役務についても入れてほし

いということであります。これにつきましては私どもこれまで御回答しているところであ

りますけれども、基本的には自治体の調達方法の多様化ということでありますので、実施

できる方向で検討したいなとは考えております。一方、制度化にするに当たっては先ほど

冒頭申し上げました、契約の一般的な原則性と整合をとらなければいけないということが

ございます。どういった点かといいますと、契約につきましては基本期には契約に当たっ

て公正性ですとか競争性ですとか公平性、そういったものについてきちんと確保する必要

があるだろうという形になっています。 

 物品について、新規性のあるベンチャーの物品について、そういった契約の原則と整合

的かどうかということについて法制化する際には検討がなされています。 

 物品のときどういう検討をしたかということで言いますと、１つは総務省令で定める手

続きによって、町が認定をするという手続を経ていることがありまして、そういった手続

を経ることで例えば透明性ですとか公正性というのは確保されるだろう。それから、実際

に新規性のある物品という形になっていまして、他の同類の生産物よりもすぐれた機能性

があるという観点からすれば、新しいもので新規性があるということですので、それを買

うことで自治体のほうにも利益があるだろうということで、経済性とか競争性の原則の大

きな支障にならないだろうということが判断されています。 

 さらに実際に契約をする手続につきましては、町が定める地方団体の規則でルールを定

めるという形になっていますので、そういったルールをきちんとすることで、公表の手続

なんかを設けることで機会均等とか公正性とか透明性を確保する。こういった提案でクリ

アできるだろうということでございました。 

 これが物品ではなくて、サービスといった場合に何か変化があるかということで言えば、

基本的な考え方として同じような手続というものを用意することで、できる余地があるの

かなと考えているところです。ただ、違いますのが生産品であるということとサービスで
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あるということで、そこの性質に違いがあるのかどうかというのを検証しないと制度化が

できないだろうと思っているところであります。 

 具体的には、生産物につきましては先ほど資料のほうで御説明しましたように、例えば

実施計画の中で新しい新商品の生産の目標ですとか、設備投資をして新しいものをつくっ

ていくということがございます。 

 サービスといった場合に、もちろん新規性のあるサービスというものがあるかと思うの

ですけれども、要するに物品ですと同じ製品でもある特定の会社がつくった製品というの

はどこどこ社製のある１つのものということで、物が特定できるわけですけれども、サー

ビスという場合に新規性があるという場合に、その事業者でないとできないというような

新規性の要素がきちんと確認ができるのかどうか。つまり、例えば省令で書いてあるよう

な実施計画に当たるような内容の確認という手続ができるのかどうか。その点についてよ

く検証をする必要があるだろうと思っています。 

 この点につきまして、福岡市さんからの提案の中では幾つか事例を挙げていただいてお

ります。例えば映像作成についてまで手間の要らないデジタルサイネージ、電子看板でし

ょうか、それをレンタルするサービス。あるいは介護事業所検索サービスをタブレット端

末で提供するサービス。QR コードを表示することで商品の購入まで誘導できるようなサー

ビスという形になっています。 

 これらについて単純に役務であって、スタート時には新規性があるのですけれども、一

度こういうサービスが世の中に出てしまうと、他企業がすぐにも参入できる、参入障壁が

低いようなものですと余り新規性がないという形になってしまいますので、そこの点をど

んなふうに対象物を特定することを考えていったらいいのか。具体的には恐らく政令レベ

ルでは物品と並びで並列に例えば役務の提供というものを規定すれば足りる部分かもしれ

ませんけれども、先ほど申し上げましたのは新規性があるとか、要するにベンチャーなの

で応援しなければいけない、すそ野が広がっていく要素があるけれども、ベンチャーなの

で初期投資が要るから、そこのところについて公の調達を入れることで広げていく必要が

あるということが、新しい新商品と同じレベルなのかどうなのかというお考えをお聞きし

ないと、詳細な制度設計はできないかなと思っていたところであります。 

 これまでも問い合わせ等を直接させていただいていいかどうかということについてお伺

いしましたら、事務局を通じてやってほしいということでありましたし、タイミング的に

このヒアリングのタイミングになりましたので、どういったお考えかもお聞かせいただけ

ればと思います。 

 実は他の団体で言いますと、同じように新規性のあるサービスというものを認定制度み

たいなものを設けているものに、例えば東京都さんですとか福井県さんがやっておられま

す。そういうところと直接聞いて、話を詰めていってもいいのですけれども、御提案され

ているところと話をせずに詰めていくわけにもいかないものですから、まずはサービスを

どう特定して、要するに先行者利益といいましょうか、ベンチャー企業がこのサービスは
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その企業だからできるんだということが認定できる。どういう対象を認定すればいいのか

ということについて御示唆いただければと考えております。 

 例えば先ほど御提案があった中で言うと、電子看板のようなものですとイメージがつか

ないのですけれども、例えば固定された電子看板であれば、一番 PR 度が高いところにある

看板を所有している業者さんと、これはどちらかというと相手先は決まってしまうので、

効果的に例えば駅前で PR をするということであれば、映像作成まで含めて看板業者に、こ

れは恐らく随意契約、先ほど御紹介した第４号とかではなくて、もう一つ、資料の１ペー

ジの地方自治法施行令の第２号というものがありますけれども、不動産の買入または借入、

そして地方公共団体が必要とする物品の製造、修理、加工、または納入に使用させるため

必要な物品の売払い、その後になりますけれども、その他の契約でその性質または目的や

競争に適しないものをするときという条項がありますので、例えば賃貸物件を借りるとい

う場合に相手方が特定されていますので、安いところと契約すればいい。競争入札ができ

ないことは当たり前ですから、今、言ったようにデジタルサイネージであっても、駅前で

PR 効果が高い場所で、なおかつ、手間要らずにやるという業者がもしあれば、そこは恐ら

くこちらの２号随契の要件に当たるという形になりますので、そうではなくてベンチャー

企業であって、こういうものを認定することで相手方が特定でき、なおかつそれは他者が

まだ世の中に対してサービスを提供しないものなんだということをどんな形で確認すれば

いいのかどうかということについて、今後議論を詰めていきたいなと考えているところで

ございます。 

 冒頭の検討状況といいますか、状況につきましては以上でございます。 

○八田座長 ありがとうございました。 

 基本的にはポジティブな方向のご説明をいただきました。実際には特にこの新規性の特

定あるいは確認の手続をどうするかということは、客観的な基準をつくってからのほうが

いいという御主張だったと思います。今の御説明に対して福岡市さんでご意見はございま

すでしょうか。 

○藤本課長 私どものほうではトライアル発注認定事業ということで、今年度からサービ

スについて始めているということで、御紹介いただいたような幾つかのサービスというも

のを認定している。ただ、先ほどおっしゃられましたような実際のその事業者さんしかで

きない特定のところというのが、例えばケアマネージャーさんにタブレット端末で御提供

するというような、明らかにそこのソフトウェアのところとかで独自の技術があって、明

らかにこれはここしか本当にできないよねというものがわかりやすいというものから、先

ほどおっしゃったようなサイネージのレンタルというところまで、少しそこが本当にここ

しかできないのかというのは、ぱっと見わかりにくいというところがございます。そのあ

たりについては一つ一つの違いも少しあるものですから、どのような形で制度化していっ

たらいいのかというのを今後詳しく、細かいお話になりますので、御協議させていただけ

ればと考えているところでございます。 
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○泉水専門官 私ども部内で議論する中で思っていましたのは、やはりこのベンチャーで

創業するに当たって初期投資をして回収しないと、基本的にサービスが広がっていかない

という問題がありますので、そこが回収できないと事業ができないという性格のものでな

いと、例えばタブレット端末を用意してソフトウェアを構築して、それとセットでサービ

スを提供する。これは恐らく先に初期投資をしてこういうサービスができますよ、あるい

は同時並行でこういうサービスができますよという提案をして実現していくことになりま

すけれども、そうでないものであれば、例えば事業者を特定するのであれば、今も２号随

契できますし、あるいは単に技術力、新しい提案をもらいたいということであれば、総合

評価方式を活用するという形もありますので、そことの違いというものを何らか整理でき

ないと、新しい随意契約、要するに競争入札による競争性というものを放棄してでも自治

体にとって有利なんだ、住民にとって意味があるんだということの説明ができないなと思

っておりますので、ぜひ恐らくいろいろ既に研究されているのであれば、どういうところ

がポイントになるかというところを御示唆いただけると、我々も作業をしやすいかなと思

っております。 

○八田座長 わかりました。 

 あと福岡市さんから御意見、御質問ありますか。 

○藤原次長 済みません、商品の中でもそういった初期投資の軽重というのはいろいろと

種類によって違うと思うのですが、そのあたりは新商品の中での切り分けの議論というの

はあるのですか。例えば物すごく軽い初期投資の新商品だってあると思います。 

○泉水専門官 そこの判断は制度上は出てきませんので、そこは自治体の長の認定に任せ

ているという形になっています。ですから軽重は幅は恐らくあると思います。 

○藤原次長 そうすると、逆に商品とサービスのところで切り分けているというのは若干

不自然だと思っていて、サービスでもまさに軽重があるのですね。新事業創出促進法、昔、

通産省で新規事業法というものがあったのですが、新商品、新サービスも並列してそこは

新規性を認定して、認定した人というのは各種支援策、ストックオプションなどの恩典を

もらえるという法律があって、結構成功して、楽天とかヤフージャパンなんかはみんなそ

れでストックオプションをもらったりしていました。そういう例もある中で商品だけとい

うのは何となくすごく不自然なような気がするのですが、そういった議論はこれまでなか

ったのですか。 

○泉水専門官 もともと新商品を入れた際は、実はこれは構造改革特区の提案の中で従来

の随意契約の要件ではきちんと読み切れないものがあるということで御提案いただいて、

制度改正をしておりましたので、アプリオリにサービスがだめだということを判断してで

きているものではありません。したがって、今回も恐らく新規性というものがあるものも

あるだろうというような蓋然性がわかりますので、何らかそれをルール化するのにどうし

たらいいかということを考えているということであります。もちろん軽重あると思います

けれども、参入障壁は少ないようなものだとすると、余り新規性がないということになっ
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てしまいますので、そうすると何で自分たちのほうと契約してくれないんだという問題が

逆に生じてしまいますが、そこの峻別の考え方について、例えば他の制度で参考となるも

のがあれば、それを引用することも１つの方策だと思います。 

○藤原次長 そういった経産省の関係の法律を引用していくこともあると思いますけれど

も、余り存じ上げなかったのですけれども、そうすると特区提案を受けて、いきなり地方

自治法を改正していだいたのですね。何年ですか。 

○泉水専門官 制度改正は平成 16 年の改正です。 

○八田座長 それは構造改革特区の中で変えていただいたのですか。それを受けて全国区

に適用されたわけですね。 

○泉水専門官 全体に適用しています。というのは、提案は特区提案という形で出てきま

したけれども、自治体が有利に契約できるという観点でしますと、特段一部地域に限るべ

きではないということで、全国展開でさせていただいております。 

○八田座長 今のに関連してですけれども、物品の場合にも新規性があるというのは期間

としてはかなり限られてくるだろうと思うので、その一定期間過ぎたらそういうことでで

きなくなると考えてよろしいですか。 

○泉水専門官 一定期間、どこまで追従する企業が出てくるかどうかということですけれ

ども、物品の場合には恐らく初期投資が要りますので、それを回収するというのは先行者

利益があるからこそ、新しいものに手を出すのだろうと思いますので、期間をということ

で区切ってはいませんけれども、考え方とするとどれぐらいの投資回収期間を考えている

かということになりますが、製品の場合にはそういった一定の投資をしたものを回収する

期間を念頭に置いて、開発されているものだろうとは思っています。 

○八田座長 人間の場合にも１つは訓練ということがあります。特に、ほかの仕事を得る

ことができるのに、それを犠牲にして訓練を受けるという意味ではかなりの初期投資が必

要なので、少なくともある程度それが回収できる期間でないとやらないということはある

と思います。だから物品と人的なところでそんなに区別しなくてもよくて、共通の基準で

進めることができるのではないかと思います。 

○泉水専門官 例えば先ほどのデジタルサイネージのことで言うと、単に機器を買って映

像作成の技術者を集めればできるということになると、当初はこういうサービスがあるな

というのはあるのですけれども、それであれば余り他の参入者からすると参入障壁は低い

形になりますので、余りその新規性といっても一瞬だけで終わるような新規性だろうと思

います。 

 一方で介護サービスなんかの場合には、背後にあるシステムの構築も含めてやりますか

ら、これは単純には参入ができなくて、機器をそろえて必要なシステム整備をして、なお

かつ、それが使いやすいから採用されるということがあると思いますので、おっしゃるよ

うにどこまでの効果といいますか、年限がかかるかというのはあると思いますけれども、

若干それは差違があるのかなと思いますで、そこに線を引く必要があるのか、逆にないの
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かということを判断しないと、法律的には書けないだろうと思っています。 

○藤原次長 物品だから、メーカーだから優遇されるという話ではないと思うのです。今、

先生おっしゃったように、まさに一定の高度なビジネスモデルをつくるために、高度な技

術者、世界中から研究者を集めるという話だって十分あるわけなので、これは物によって、

サービスによってという話ではないと思うのです。ですからいい事例をむしろいろいろと

福岡市さんからも挙げていただいて、サービスのときにこういう成功例もあるので、ぜひ

商品のみならず、サービスも対象にすべきと提案いただき、ぜひ議論を深めていきたいと

思っております。 

○八田座長 そうですね。原則としては入札を奨励したいと我々は思っています。しかし、

例外をつくるとしたら、長い目で見て、むしろコストセービングになるという理由付けが

必要です。しかし随意契約にできる判断基準を全部細かく事前に決めておくと大変なので、

そこを割とある自治体なら自治体で判断できるようにしておくというのも１つの手かもし

れないなと思います。それにしても具体的な例を幾つかお示しいただいて、そういう柔軟

な制度運用のほうが便利だということを御主張なさったらどうかなと思います。 

○袴着部長 ありがとうございます。前向きに検討いただけるということで、大変我々も

ありがたく思います。 

 我々としてもできる限りのそういった提案といいますか、協力できるところをやってい

きたいなと思っています。この提案につきましては福岡市からの提案ということですけれ

ども、先ほどお話のあった東京とか福井からも御提案があるということで、本当にできる

のであれば最初から全国ということもあっていいのかなと思っています。 

 一方でスピード感というのも非常に重要だと思っておりますので、第２回の福岡市の区

域会議では、措置につき年内に結論というふうにお答えいただいているところですが、で

きましたら来年４月からも実施できるような形で進めていただければ大変助かります。よ

ろしくお願いいたします。 

○藤原次長 具体的には政令改正になるわけですね。 

○泉水専門官 そうです。政令事項ですので、政令改正のタイミングの問題だと思います。 

○八田座長 これもできるといろいろなところが助かると思いますので、ぜひ御検討いた

だきたいと思います。そして、それはうちの事務局も挟んで、大体どういう議論が進行し

ているかというのを、こちらも確認しながら行きたいと思いますので、よろしくお願いい

たします。 

○藤原次長 双方に宿題を持ったという形ですね。よろしくお願いいたします。 

○八田座長 どうもありがとうございました。 


